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 7～9月期業況は前期（4～6月期）比 4.0ポイント改善   

－第 7回 わたしたちのマチの景況レポート調査結果－ 

（2016年 7～9月期実績・2016年 10～12月期見通し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

好調←            →低調 
 

 
 

１．概 況                                                      

 

今期の景況判断 

今期（16年 7～9月期）の業況判断 D.I.は△12.1と、前期（16年 4～6月期）に比べ 4.0

ポイント改善した。 
収益面では、前年同期（15年 7～9月期）比の売上額判断 D.I.が△12.1と前期比 1.5ポ

イント改善、収益判断 D.I.は△14.0 と、同 0.3 ポイント低下した。また、販売価格判断

D.I.は△1.0と同 7.3ポイント改善、仕入（原材料）価格判断 D.I.は 12.4と、同 1.0ポイ

ント低下した。 

人手過不足判断 D.I.は△20.2と、マイナス幅が前期比 1.2ポイント拡大し人手不足感が

やや強まった。 

 

来期の見通し 

来期（2016年 10～12月期）の予想業況判断 D.I.は△9.8と、今期実績比 2.3ポイント 

の改善見通しである。 

業種別では、製造業（△5.6）、卸売業（△6.7）、小売業（△25.5）の 3 業種で改善見通

しであるものの全業種でマイナス水準にあり、先行きについて楽観視していない状況が見

てとれる。 

地区別では神明地区で 3.1、今期実績比プラス 10.2ポイントと、プラス水準に転じる見

通しである。 

 

【業種別天気図】 

地区 

業種名 
全地区 淡路地区 神明地区 

時期 
2016 年 

7～9 月 

2016 年 

10～12 月 

（見通し） 

2016 年 

7～9 月 

2016 年 

10～12 月 

（見通し） 

2016 年 

7～9 月 

2016 年 

10～12 月 

（見通し） 

総 合       

製 造 業       

卸 売 業       

小 売 業       

サービス業       

建 設 業       

不動産業       
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業況判断D.I.（地区別）時系列表
見通し

全事業地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -10.8 -0.6 -6.4 -3.8 -8.0 -16.1 -12.1 -9.8

製造業 -13.5 -5.6 -22.2 -1.4 1.4 -11.1 -11.3 -5.6

卸売業 -34.7 4.3 -4.3 -10.6 -13.6 -26.7 -17.8 -6.7

小売業 -23.9 -25.5 -31.9 -21.3 -25.0 -44.7 -29.8 -25.5

サービス業 1.9 15.4 19.2 5.8 -18.0 -17.0 -1.9 -5.7

建設業 12.0 10.3 6.0 5.9 0.0 -1.5 -5.9 -7.4

不動産業 -6.5 -9.7 0.0 -9.7 3.3 0.0 -9.7 -12.9

2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -12.9 -8.3 -11.1 -9.7 -16.0 -19.8 -14.3 -15.7

製造業 -25.0 -14.3 -18.6 -2.3 -14.0 -14.0 -7.0 -2.3

卸売業 -24.2 0.0 0.0 -3.1 -10.0 -22.6 -9.7 0.0

小売業 -20.0 -31.7 -36.6 -29.3 -28.6 -46.3 -34.1 -26.8

サービス業 5.1 15.4 15.4 -2.6 -16.7 -12.8 -2.6 -20.5

建設業 -2.3 -6.7 -15.9 -8.9 -11.4 -8.9 -20.0 -26.7

不動産業 -11.1 -11.1 0.0 -11.1 -11.8 -11.1 -5.6 -11.1

神明地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -11.9 16.2 4.2 8.9 9.1 -8.0 -7.1 3.1

製造業 3.3 -5.6 -27.6 0.0 24.1 -6.9 -17.9 -10.7

卸売業 -56.3 14.3 -14.3 -26.7 -21.4 -35.7 -35.7 -21.4

小売業 -50.0 16.7 0.0 33.3 0.0 -33.3 0.0 -16.7

サービス業 -7.7 15.4 30.8 28.6 -21.4 -28.6 0.0 35.7

建設業 39.1 43.5 47.8 34.8 21.7 13.0 21.7 30.4

不動産業 0.0 -7.7 0.0 -7.7 23.1 15.4 -15.4 -15.4

淡路地区

実績

２． 主 なポイント  

 業況  
 

今期（16 年 7～9 月期）の業況判断

D.I.は△12.1と、前期（16年 4～6月

期）に比べ 4.0ポイント改善したもの

の全業種でマイナス水準にあり、先行

きについても楽観視していない事業

所が多いといえる。 

業種別では、卸売業、小売業、サー

ビス業で前期より改善、建設業、不動

産業で悪化した。 

地区別の業況判断 D.I.は、淡路地区

（△14.3）の方が改善幅は大きかった

ものの、依然神明地区（△7.1）の 

方が高い。 

 

業種・地区により業況感はまだら模

様で方向感は乏しいといえる。 
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 売 上 ・収 益     
 

売上額判断 D.I. 

前年同期（15年 7～9月期）比の売

上額判断 D.I.は△12.1と、前期比 1.5

ポイントの小幅改善であった。 

業種別では、卸売業（△2.2）、建設

業（△7.4）の 2業種で改善した。 

地区別では、神明地区において、製

造業、卸売業、建設業、不動産業で 2

四半期連続で低下し、全業種総合でも

△11.2と、6四半期ぶりにマイナス水

準に転じた。 

 

収益判断 D.I. 

前年同期比の収益判断 D.I.は△

14.0 と、前期比 0.3 ポイント低下し

た。 

業種別では、製造業（△2.8）、卸売

業（△20.0）で改善、サービス業（△

17.0）、建設業（△14.7）、不動産業（△

6.5）で低下した。 

地区別では、淡路地区（△18.0）に

おいては改善が進まず、神明地区（△

5.1）においても 2 四半期連続のマイ

ナス水準となり低下が目立つ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 5 

全事業地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期

総合 -7.3 2.2 -5.4 -12.9 -6.8 -13.6 -12.1

製造業 -13.5 -11.1 -16.7 -2.7 0.0 -11.1 -11.3

卸売業 -24.4 19.6 10.9 -6.4 9.1 -22.2 -2.2

小売業 -15.2 -25.5 -25.5 -42.6 -37.5 -31.9 -36.2

サービス業 -1.9 7.7 26.9 7.7 -4.0 -3.8 -13.2

建設業 17.9 16.2 -9.0 -23.5 -6.1 -13.2 -7.4

不動産業 -6.4 9.7 -16.7 -12.9 -3.3 3.2 0.0

淡路地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期

総合 -10.7 -5.5 -15.2 -20.3 -16.5 -19.8 -12.4

製造業 -25.0 -19.0 -25.6 -7.0 -9.3 -16.3 -7.0

卸売業 -18.2 9.4 9.4 -9.4 10.0 -29.0 12.9

小売業 -18.0 -26.8 -31.7 -43.9 -38.1 -36.6 -41.5

サービス業 -2.6 2.6 25.6 2.6 -2.8 5.1 -10.3

建設業 15.9 6.7 -31.8 -37.8 -27.3 -28.9 -15.6

不動産業 -16.7 0.0 -44.4 -22.2 -29.4 -5.6 0.0

神明地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期

総合 -0.8 19.2 17.5 3.0 14.3 0.0 -11.2

製造業 3.3 0.0 -3.4 3.3 13.8 -3.4 -17.9

卸売業 -37.5 42.9 14.3 0.0 7.1 -7.1 -35.7

小売業 0.0 -16.7 16.7 -33.3 -33.3 0.0 0.0

サービス業 0.0 23.1 30.8 21.4 -7.1 -28.6 -21.4

建設業 21.8 34.8 34.8 4.3 36.4 17.4 8.7

不動産業 7.7 23.1 25.0 0.0 30.8 15.4 0.0

売上額判断D.I.（前年同期比）
実績

全事業地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期

総合 -5.8 -4.7 -6.7 -11.6 -0.3 -13.7 -14.0

製造業 -4.1 -20.8 -9.7 -9.6 11.1 -13.9 -2.8

卸売業 -20.3 10.9 6.5 8.5 15.9 -28.9 -20.0

小売業 -15.2 -47.9 -51.3 -38.3 -18.8 -25.5 -25.5

サービス業 1.9 5.8 13.5 -3.8 -4.0 -7.7 -17.0

建設業 5.9 5.9 -11.9 -10.3 -6.1 -8.8 -14.7

不動産業 -3.2 -6.5 -16.7 -22.6 -3.3 6.7 -6.5

淡路地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期

総合 -11.1 -11.5 -15.2 -18.4 -9.4 -18.1 -18.0

製造業 -15.9 -28.6 -9.3 -11.6 7.0 -18.6 -2.3

卸売業 -15.2 6.3 0.0 9.4 16.7 -25.8 -9.7

小売業 -15.0 -22.0 -26.8 -43.9 -28.6 -31.7 -34.1

サービス業 -5.1 0.0 7.7 -7.9 -5.6 0.0 -15.4

建設業 -4.6 -8.9 -31.8 -22.2 -22.7 -24.4 -31.1

不動産業 -11.1 -11.1 -38.9 -38.9 -23.5 5.9 -5.6

神明地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期

総合 -0.7 10.1 13.4 3.0 19.4 -4.0 -5.1

製造業 -13.3 -10.0 -10.3 -6.7 17.2 -6.9 -3.6

卸売業 -31.3 21.4 21.4 6.7 14.3 -35.7 -42.9

小売業 -16.7 -16.7 16.7 0.0 50.0 16.7 33.3

サービス業 23.1 23.1 30.8 7.1 0.0 -28.6 -21.4

建設業 26.1 34.8 26.1 13.0 27.3 21.7 17.4

不動産業 7.7 0.0 16.7 0.0 23.1 7.7 -7.7

収益判断D.I.（前年同期比）
実績

 

 

 

 

 

 

 



 6 

 販 売 ・仕 入  

 

販売価格判断 D.I. 

販売価格判断D.I.は△1.0と前期比

7.3 ポイント改善したものの、4 四半

期連続マイナス水準で、先行き見通し

（△4.1）も厳しいことが見てとれる。 

 

仕入(原材料)価格判断 D.I. 

仕入価格判断 D.I.は 12.4 と、前期

比 1.0ポイント低下した。 

業種別では、とくに製造業、卸売業、

建設業で仕入価格が高止まりしてい

ることが見てとれる。 

 

販売価格判断 D.I.と仕入価格判断

D.I.の推移グラフからわかるように、

仕入価格 D.I.は落着きつつあるもの

の、依然、販売価格判断 D.I.を上回る

状態が続いており、仕入価格の上昇を

価格転嫁できていないことがうかが

える。 
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見通し

全事業地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -2.3 7.9 3.2 -3.5 -1.9 -8.3 -1.0 -4.1

製造業 -5.4 1.4 4.2 -1.4 -6.9 -2.8 0.0 -5.6

卸売業 8.2 34.8 23.9 4.3 9.1 -13.3 11.1 8.9

小売業 -17.3 4.3 -2.1 -14.9 -12.5 -6.4 -4.3 -4.3

サービス業 0.0 5.8 1.9 -3.8 -4.0 0.0 3.8 -3.8

建設業 4.4 0.0 -3.0 0.0 6.0 -16.4 -11.8 -14.7

不動産業 -3.4 10.0 -10.0 -9.7 -3.3 -13.3 0.0 3.2

淡路地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 0.0 7.4 0.5 -3.2 -0.5 -10.7 -1.4 -5.5

製造業 -2.3 2.4 7.0 4.7 -7.0 -2.3 0.0 -4.7

卸売業 6.1 46.9 18.8 12.5 13.3 -19.4 22.6 12.9

小売業 -2.3 -4.9 -4.9 -17.1 -9.5 -9.8 -4.9 -4.9

サービス業 5.1 7.7 5.1 -5.3 0.0 2.6 2.6 -5.1

建設業 -6.8 -4.4 -11.4 -4.4 9.1 -22.7 -17.8 -22.2

不動産業 0.0 5.6 -16.7 -11.1 -11.8 -17.6 -5.6 0.0

神明地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 6.8 8.1 8.3 -4.0 -5.1 -3.0 0.0 -1.0

製造業 10.0 0.0 0.0 -10.0 -6.9 -3.4 0.0 -7.1

卸売業 12.5 7.1 35.7 -13.3 0.0 0.0 -14.3 0.0

小売業 16.7 66.7 16.7 0.0 -33.3 16.7 0.0 0.0

サービス業 -15.4 0.0 -7.7 0.0 -14.3 -7.1 7.1 0.0

建設業 26.1 8.7 13.6 8.7 0.0 -4.3 0.0 0.0

不動産業 -9.1 16.7 0.0 -7.7 7.7 -7.7 7.7 7.7

実績

販売価格判断D.I.

見通し

全事業地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 24.8 41.8 25.1 16.1 10.4 13.4 12.4 7.3

製造業 36.5 44.4 23.6 26.0 15.3 19.4 15.5 15.5

卸売業 40.8 52.2 43.5 12.8 6.8 15.6 24.4 11.1

小売業 6.5 31.9 17.0 -2.1 0.0 2.1 6.4 -2.1

サービス業 23.5 39.2 14.0 13.5 4.2 15.1 9.4 3.8

建設業 47.7 47.0 34.4 25.0 16.4 17.9 13.2 7.4

不動産業 -6.5 27.6 13.8 10.3 16.7 0.0 0.0 3.3

淡路地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 20.4 40.5 20.0 14.4 10.0 9.8 11.1 4.6

製造業 20.5 50.0 11.6 27.9 16.3 23.3 16.3 16.3

卸売業 33.3 56.3 34.4 6.3 3.3 9.7 32.3 6.5

小売業 0.0 22.0 14.6 -2.4 7.1 -2.4 2.4 -4.9

サービス業 29.0 47.4 15.8 18.4 8.6 12.8 10.3 2.6

建設業 45.5 37.8 31.8 24.4 15.9 11.4 6.7 4.4

不動産業 -5.9 23.5 5.9 0.0 0.0 -5.9 -5.6 0.0

神明地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 40.8 44.8 37.6 20.0 11.2 21.2 15.5 13.4

製造業 60.0 36.7 41.4 23.3 13.8 13.8 14.3 14.3

卸売業 56.3 42.9 64.3 26.7 14.3 28.6 7.1 21.4

小売業 50.0 100.0 33.3 0.0 -50.0 33.3 33.3 16.7

サービス業 7.7 15.4 8.3 0.0 -7.7 21.4 7.1 7.1

建設業 52.4 66.7 40.0 26.1 17.4 30.4 26.1 13.0

不動産業 18.2 33.3 25.0 25.0 38.5 7.7 8.3 8.3

実績

仕入価格判断D.I.
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見通し

全事業地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -15.4 -17.1 -20.1 -23.0 -23.5 -19.0 -20.2 -20.9

製造業 -20.6 -12.5 -15.3 -23.3 -20.8 -12.5 -18.6 -20.0

卸売業 8.3 -13.0 -15.2 -12.8 -15.9 -20.5 -20.0 -11.4

小売業 -8.7 -2.1 -8.5 -4.3 -16.7 -12.8 -17.4 -17.4

サービス業 -25.0 -28.8 -32.7 -32.7 -24.0 -34.0 -28.3 -30.2

建設業 -43.3 -29.4 -34.3 -42.6 -42.4 -20.6 -22.1 -27.9

不動産業 -3.5 -9.7 -3.3 -6.5 -10.0 -12.9 -10.0 -10.0

淡路地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -16.0 -15.7 -20.3 -19.8 -18.5 -17.1 -19.5 -17.7

製造業 -27.9 -19.0 -11.6 -18.6 -11.6 -14.0 -16.3 -18.6

卸売業 3.0 -15.6 -15.6 -12.5 -13.3 -26.7 -22.6 -12.9

小売業 -12.5 -4.9 -7.3 -4.9 -14.3 -7.3 -15.0 -15.0

サービス業 -23.1 -25.6 -35.9 -28.9 -13.9 -28.2 -23.1 -20.5

建設業 -29.6 -17.8 -36.4 -37.8 -37.2 -15.6 -24.4 -22.2

不動産業 -5.9 -5.6 -5.6 -5.6 -17.6 -11.1 -11.8 -11.8

神明地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -12.3 -20.2 -19.6 -29.7 -34.3 -23.2 -21.6 -28.1

製造業 -10.0 -3.3 -20.7 -30.0 -34.5 -10.3 -22.2 -22.2

卸売業 20.0 -7.1 -14.3 -13.3 -21.4 -7.1 -14.3 -7.7

小売業 16.7 16.7 -16.7 0.0 -33.3 -50.0 -33.3 -33.3

サービス業 -30.8 -38.5 -23.1 -42.9 -50.0 -50.0 -42.9 -57.1

建設業 -69.6 -52.2 -30.4 -52.2 -52.2 -30.4 -17.4 -39.1

不動産業 0.0 -15.4 0.0 -7.7 0.0 -14.3 -7.1 -7.7

人手過不足判断D.I.（過剰－不足）
実績

 人 手 不 足 感 ・資 金 繰 り・設 備 投 資 実 施 割 合  
 

人手不足感判断 D.I. 

人手過不足判断 D.I.は△20.2 と、

マイナス幅が前期比 1.2ポイント拡大

し、引き続き人手不足感は強い。来期

（2016 年 10～12 月期）も緩和の見通

しはない。 

業種別では、製造業（△18.6）、小

売業（△17.4）、建設業（△22.1）で

人手不足感が強まる一方、サービス業

（△28.3）、不動産業（△10.0）で改

善した。 

 

資金繰り判断 D.I. 

資金繰り判断 D.I.は△5.1と、前期

比 0.3 ポイントの小幅低下となった。 

 

設備投資実施割合 

設備投資実施割合は 24.8%と、前期

比 1.2 ポイント低下（5 四半期連続の

低下）した。 

来期も今期実績比 2.7ポイント低下

の見通しで、設備投資には慎重な様子

である。 
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見通し

全事業地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 26.5 29.5 28.4 28.3 28.1 26.0 24.8 22.1

製造業 20.3 29.2 27.8 26.8 29.6 31.0 25.4 23.9

卸売業 18.3 17.4 19.6 23.4 20.5 18.2 17.8 20.5

小売業 23.9 19.6 17.4 26.2 19.1 17.8 15.2 21.7

サービス業 30.6 35.3 31.4 38.5 28.0 34.0 36.5 25.5

建設業 39.3 40.9 40.6 26.5 37.9 25.0 26.5 19.1

淡路地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 26.5 28.2 29.6 27.6 30.6 27.2 25.4 20.9

製造業 18.2 23.8 32.6 31.7 33.3 33.3 27.9 25.6

卸売業 21.2 21.9 21.9 21.9 30.0 23.3 19.4 20.0

小売業 22.5 20.0 17.5 19.4 17.1 17.9 17.5 22.5

サービス業 29.7 34.2 30.8 39.5 27.8 33.3 31.6 15.8

建設業 40.9 39.5 42.9 24.4 43.2 26.7 28.9 20.0

神明地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 27.8 32.6 25.3 29.5 22.4 23.3 23.5 25.0

製造業 23.3 36.7 20.7 20.0 24.1 27.6 21.4 21.4

卸売業 12.5 7.1 14.3 26.7 0.0 7.1 14.3 21.4

小売業 33.3 16.7 16.7 66.7 33.3 16.7 0.0 16.7

サービス業 33.3 38.5 33.3 35.7 28.6 35.7 50.0 53.8

建設業 36.4 43.5 36.4 30.4 27.3 21.7 21.7 17.4

実績

設備投資実施割合（%）

見通し

全事業地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -9.4 -3.2 -1.0 -2.5 -2.9 -5.4 -5.1 -5.1

製造業 -9.5 -8.3 -6.9 2.7 -5.6 -6.9 -7.0 -5.6

卸売業 -6.1 8.7 10.9 -2.1 4.5 4.4 2.2 2.2

小売業 -13.1 -6.4 -6.4 -8.5 0.0 -12.8 -12.8 -8.5

サービス業 -11.5 -9.6 -3.8 -11.5 -16.0 -9.4 -7.5 -3.8

建設業 3.0 5.9 4.5 2.9 4.5 1.5 0.0 -5.9

不動産業 -19.4 -12.9 -6.7 -3.2 -6.7 -13.3 -6.5 -9.7

淡路地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 -11.3 -9.7 -9.2 -8.8 -6.1 -8.8 -9.2 -8.8

製造業 -13.7 -16.7 -18.6 -7.0 -14.0 -9.3 -16.3 -9.3

卸売業 -6.1 6.3 3.1 0.0 10.0 0.0 6.5 9.7

小売業 -15.0 -7.3 -9.8 -9.8 -2.4 -17.1 -14.6 -12.2

サービス業 -5.1 -17.9 -5.1 -18.4 -11.1 -10.3 -12.8 -12.8

建設業 0.0 -2.2 -4.5 -4.4 -2.3 0.0 -4.4 -11.1

不動産業 -27.8 -27.8 -27.8 -16.7 -23.5 -23.5 -11.1 -16.7

神明地区 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

総合 1.1 11.1 16.7 10.9 4.0 2.0 4.1 3.1

製造業 -3.3 3.3 10.3 16.7 6.9 -3.4 7.1 0.0

卸売業 -6.3 14.3 28.6 -6.7 -7.1 14.3 -7.1 -14.3

小売業 0.0 0.0 16.7 0.0 16.7 16.7 0.0 16.7

サービス業 15.4 15.4 0.0 7.1 -28.6 -7.1 7.1 21.4

建設業 8.7 21.7 22.7 17.4 17.4 4.3 8.7 4.3

不動産業 -7.7 7.7 25.0 15.4 15.4 0.0 0.0 0.0

実績

資金繰り判断D.I.（楽－苦）
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主要D.I.時系列表
全業種 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

業況（実績） -10.8 -0.6 -6.4 -3.8 -8.0 -16.1 -12.1

業況（見通し） -3.4 -7.3 -9.3 -12.3 -13.5 -9.8

売上額（前期比） -13.2 2.2 -0.6 -6.3 -16.1 -18.1 -12.1

売上額（前年同期比） -7.3 2.2 -5.4 -12.9 -6.8 -13.6 -12.1

収益（前期比） -15.8 -5.7 -4.8 -8.2 -11.9 -16.5 -15.9

収益（前年同期比） -5.8 -4.7 -6.7 -11.6 -0.3 -13.7 -14.0

販売価格（前期比） -2.3 7.9 3.2 -3.5 -1.9 -8.3 -1.0

仕入価格（前期比） 24.8 41.8 25.1 16.1 10.4 13.4 12.4

人手不足（過剰－不足） -15.4 -17.1 -20.1 -23.0 -23.5 -19.0 -20.2

資金繰り（楽－苦） -9.4 -3.2 -1.0 -2.5 -2.9 -5.4 -5.1

設備投資割合（%） 26.5 29.5 28.4 28.3 28.1 26.0 24.8

製造業 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

業況（実績） -13.5 -5.6 -22.2 -1.4 1.4 -11.1 -11.3

業況（見通し） 0.0 -5.6 -15.3 -8.2 -13.9 -5.6

売上額（前期比） -13.6 -5.6 -8.3 17.8 -12.5 -19.4 -15.5

売上額（前年同期比） -13.5 -11.1 -16.7 -2.7 0.0 -11.1 -11.3

収益（前期比） -6.7 -9.7 -16.7 4.1 -13.9 -19.4 -18.3

収益（前年同期比） -4.1 -20.8 -9.7 -9.6 11.1 -13.9 -2.8

販売価格（前期比） -5.4 1.4 4.2 -1.4 -6.9 -2.8 0.0

仕入価格（前期比） 36.5 44.4 23.6 26.0 15.3 19.4 15.5

人手不足（過剰－不足） -20.6 -12.5 -15.3 -23.3 -20.8 -12.5 -18.6

資金繰り（楽－苦） -9.5 -8.3 -6.9 2.7 -5.6 -6.9 -7.0

設備投資割合（%） 20.3 29.2 27.8 26.8 29.6 31.0 25.4

卸売業 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

業況（実績） -34.7 4.3 -4.3 -10.6 -13.6 -26.7 -17.8

業況（見通し） -12.2 -19.6 -6.5 -19.1 -18.2 -6.7

売上額（前期比） -28.5 32.6 10.9 -19.1 -18.2 -25.0 -2.2

売上額（前年同期比） -24.4 19.6 10.9 -6.4 9.1 -22.2 -2.2

収益（前期比） -40.8 21.7 2.2 -10.6 2.3 -22.7 -15.6

収益（前年同期比） -20.3 10.9 6.5 8.5 15.9 -28.9 -20.0

販売価格（前期比） 8.2 34.8 23.9 4.3 9.1 -13.3 11.1

仕入価格（前期比） 40.8 52.2 43.5 12.8 6.8 15.6 24.4

人手不足（過剰－不足） 8.3 -13.0 -15.2 -12.8 -15.9 -20.5 -20.0

資金繰り（楽－苦） -6.1 8.7 10.9 -2.1 4.5 4.4 2.2

設備投資割合（%） 18.3 17.4 19.6 23.4 20.5 18.2 17.8

小売業 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

業況（実績） -23.9 -25.5 -31.9 -21.3 -25.0 -44.7 -29.8

業況（見通し） -19.5 -36.2 -34.0 -31.9 -35.4 -25.5

売上額（前期比） -23.9 -21.3 -19.1 -19.1 -33.3 -40.4 -29.8

売上額（前年同期比） -15.2 -25.5 -25.5 -42.6 -37.5 -31.9 -36.2

収益（前期比） -15.2 -29.8 -8.5 -17.0 -18.8 -36.2 -29.8

収益（前年同期比） -15.2 -47.9 -51.3 -38.3 -18.8 -25.5 -25.5

販売価格（前期比） -17.3 4.3 -2.1 -14.9 -12.5 -6.4 -4.3

仕入価格（前期比） 6.5 31.9 17.0 -2.1 0.0 2.1 6.4

人手不足（過剰－不足） -8.7 -2.1 -8.5 -4.3 -16.7 -12.8 -17.4

資金繰り（楽－苦） -13.1 -6.4 -6.4 -8.5 0.0 -12.8 -12.8

設備投資割合（%） 23.9 19.6 17.4 26.2 19.1 17.8 15.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 11 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｻｰﾋﾞｽ業 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

業況（実績） 1.9 15.4 19.2 5.8 -18.0 -17.0 -1.9

業況（見通し） 1.9 1.9 1.9 -13.5 -10.0 -5.7

売上額（前期比） 0.0 -1.9 28.8 0.0 -18.0 -5.7 -1.9

売上額（前年同期比） -1.9 7.7 26.9 7.7 -4.0 -3.8 -13.2

収益（前期比） -11.5 -9.6 19.2 -7.7 -22.0 -5.7 -13.2

収益（前年同期比） 1.9 5.8 13.5 -3.8 -4.0 -7.7 -17.0

販売価格（前期比） 0.0 5.8 1.9 -3.8 -4.0 0.0 3.8

仕入価格（前期比） 23.5 39.2 14.0 13.5 4.2 15.1 9.4

人手不足（過剰－不足） -25.0 -28.8 -32.7 -32.7 -24.0 -34.0 -28.3

資金繰り（楽－苦） -11.5 -9.6 -3.8 -11.5 -16.0 -9.4 -7.5

設備投資割合（%） 30.6 35.3 31.4 38.5 28.0 34.0 36.5

建設業 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

業況（実績） 12.0 10.3 6.0 5.9 0.0 -1.5 -5.9

業況（見通し） 6.0 11.9 1.5 0.0 -6.0 -7.4

売上額（前期比） 5.9 7.4 -9.1 -13.2 -13.4 -17.6 -14.7

売上額（前年同期比） 17.9 16.2 -9.0 -23.5 -6.1 -13.2 -7.4

収益（前期比） -4.4 -2.9 -12.1 -10.3 -9.0 -14.7 -10.3

収益（前年同期比） 5.9 5.9 -11.9 -10.3 -6.1 -8.8 -14.7

販売価格（前期比） 4.4 0.0 -3.0 0.0 6.0 -16.4 -11.8

仕入価格（前期比） 47.7 47.0 34.4 25.0 16.4 17.9 13.2

人手不足（過剰－不足） -43.3 -29.4 -34.3 -42.6 -42.4 -20.6 -22.1

資金繰り（楽－苦） 3.0 5.9 4.5 2.9 4.5 1.5 0.0

設備投資割合（%） 39.3 40.9 40.6 26.5 37.9 25.0 26.5

不動産業 2015年3月期 2015年6月期 2015年9月期 2015年12月期 2016年3月期 2016年6月期 2016年9月期 2016年12月期

業況（実績） -6.5 -9.7 0.0 -9.7 3.3 0.0 -9.7

業況（見通し） 3.2 -6.5 -6.7 -6.5 6.7 -12.9

売上額（前期比） -19.3 6.5 -3.3 -19.4 3.3 6.5 -3.2

売上額（前年同期比） -6.4 9.7 -16.7 -12.9 -3.3 3.2 0.0

収益（前期比） -16.1 0.0 -6.7 -16.1 -6.7 6.5 -6.5

収益（前年同期比） -3.2 -6.5 -16.7 -22.6 -3.3 6.7 -6.5

販売価格（前期比） -3.4 10.0 -10.0 -9.7 -3.3 -13.3 0.0

仕入価格（前期比） -6.5 27.6 13.8 10.3 16.7 0.0 0.0

人手不足（過剰－不足） -3.5 -9.7 -3.3 -6.5 -10.0 -12.9 -10.0

資金繰り（楽－苦） -19.4 -12.9 -6.7 -3.2 -6.7 -13.3 -6.5
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 特　別　調　査 「金融サービスにおけるIT利活用と中小企業」

問1．貴社では、現状の金融機関取引がIT化していくことで、どのような変化が起こると考えていますか。
下記の中からもっともあてはまるものを1つ選んでお答えください。

1.決済や入出金の利便性が高まる 5.決済や入出金の煩雑性が増える 9.変わらない

2.資金調達（借入等）がしやすくなる 6.資金調達（借入等）が難しくなる 0.わからない

3.金利や手数料の引下げが期待される 7.金利や手数料の引上げが懸念される

4.金融取引にかかる安全性が向上する 8.金融取引にかかる安全性が低下する

問2．最近、IT化の進展にともない、ITを活用した金融サービスを提供する金融機関が出始めていますが、貴社では
問3・問4の回答項目に挙げるような金融サービスを提供する「金融とITの融合（フィンテック）」をご存知でしたか。
また、こうしたITを活用した金融サービスを貴社の事業上で利用したいとお考えですか。下記の中からそれぞれ
1つずつ選んでお答えください。

金融とITの融合（フィンテック）の認知度 金融ITサービスの利用意向
1.内容を知っていて、既に利用している 5.利用したい

2.内容を知っているが、利用していない 6.どちらかといえば利用したい

3.言葉だけ聞いたことがある 7.わからない

4.知らない、聞いたことはない 8.どちらかといえば利用したくない

9.利用したくない

問3．貴社が組織（事業）としてITを活用した金融サービスを利用している（あるいは利用したいと考えている）サービス
　　 はございますか。下記のなかから3つ以内で選んでお答えください。

1.スマホ決済・送金 6.仮想通貨（ビットコインなど）

2.不特定多数からのインターネットを通じた 7.リアルタイムで取引状況等をみた借入れ

　資金調達（クラウドファンディング） 　（流通ファイナンス）

3.インターネット技術を活用した会計ソフト 8.インターネット技術を活用した経営・業務

　（クラウド会計サービス） 　支援系サービス（事務処理など）

4.インターネット上での自動投資サービス 9.利用したくない

　（オンライン投資／ロボアドバイザー） 0.その他（　　　　　　　　　　　　　　）

5.インターネット上での借入れ（オンライン

　融資）

問4．社長ならびに家族が個人としてITを活用した金融サービスを利用している（あるいは利用したいと考えている）
　　　 サービスはございますか。下記のなかから3つ以内で選んでお答えください。

1.スマホ決済・送金 5.オンライン融資

2.クラウドファンディング 6.仮想通貨（ビットコインなど）

3.家計簿サービス 7.利用したくない

4.オンライン投資／ロボアドバイザー 8.その他（　　　　　　　　　　　　　　）

問5．取引金融機関から貴社に対して、事業上でITを活用した金融サービスの利用を勧奨されたことがありますか。
　　　下記のなかから、特に強く提案してきた取引金融機関および特に強く勧奨されたサービスをそれぞれ1つ選ん
　　　でお答えください。

提案してきた取引金融機関 取引金融機関から提案されたサービス
1.メガバンク 6.スマホ決済・送金

2.地方銀行・第二地方銀行 7.クラウドファンディング

3.信用金庫 8.クラウド会計サービス

4.信用組合・JA等 8.その他（　　　　　　　　　　　）

5.なし 0.なし

特別調査 

 

金融サービスにおける IT利活用と中小企業 

 

１．調査目的 

   中小企業が人手不足等の課題を克服して生産性を高めていくためには、近年発達が 

著しい ITの利活用が重要であると考えられる。また、信用金庫をはじめとした地域金 

融機関においても、IT、とりわけフィンテックへの対応が欠かせない。 

そこで今回は、中小企業における金融サービスにおける IT利活用について調査する 

こととした。 

 

２．調査対象 

   「全国中小企業景気動向調査」に同じ。 

  

３．調査事項 
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【問1】金融取引のIT化進展に伴う変化 （単位：%）

肯　定　的 否　定　的

51.4 41.0 0.6 8.6 1.3 12.1 2.2 1.0 1.0 7.9 7.6 28.9

50.2 39.6 0.9 8.8 0.9 12.4 0.5 1.4 0.5 10.1 10.1 27.2

54.1 43.9 0.0 8.2 2.0 11.2 6.1 0.0 2.0 3.1 2.0 32.7

41.3 29.4 1.8 8.3 1.8 11.9 0.0 1.8 0.9 9.2 9.2 37.6

52.1 42.3 0.0 9.9 0.0 8.5 2.8 0.0 0.0 5.6 11.3 28.2

57.8 50.0 0.0 4.7 3.1 15.6 6.3 0.0 1.6 7.8 6.3 20.3

68.2 59.1 0.0 9.1 0.0 4.5 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 27.3

57.9 42.1 0.0 15.8 0.0 15.8 0.0 5.3 5.3 5.3 5.3 21.1

60.0 50.0 0.0 10.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 10.0 10.0 20.0

50.0 33.3 0.0 16.7 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 41.7

50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

50.7 43.7 0.0 5.6 1.4 14.1 2.8 2.8 1.4 7.0 5.6 29.6

44.4 33.3 4.4 6.7 0.0 13.3 4.4 0.0 0.0 8.9 17.8 24.4

42.6 36.2 0.0 6.4 0.0 14.9 0.0 2.1 0.0 12.8 6.4 36.2

54.7 37.7 0.0 11.3 5.7 9.4 3.8 0.0 0.0 5.7 7.5 28.3

55.9 45.6 0.0 10.3 0.0 10.3 1.5 0.0 2.9 5.9 4.4 29.4

61.3 48.4 0.0 12.9 0.0 9.7 0.0 0.0 0.0 9.7 6.5 22.6

全体

淡路地区

神明地区

地
区
別

変わらない わからない
金融取引

の
安全性
向上

金利や
手数料

の
引下げ

資金調達
しやすく

なる

決済や
入出金

の
利便性
向上

金融取引
の

安全性
低下

金利や
手数料

の
引上げ

業
種
別

10～19人

20～29人

30～39人

40～49人

50～99人

100～199人

規
模
別

1～4人

5～9人

200～300人

300人～

建設業

小売業

ｻｰﾋﾞｽ業

製造業

卸売業

資金調達
しにくく
なる

決済や
入出金

が
より

煩雑化

不動産業

４．調査概要 

問１．金融機関取引の IT化には肯定的な意見が半数以上を占める                                
  

 金融機関取引 IT 化に伴う変化については、肯定的意見が 51.4%と、否定的意見の 12.1%

を大きく上回った。肯定的な回答では「決済・入出金の利便性向上（41.0%）」、否定的な回

答では「金融取引の安全性低下（7.9%）」が最も高かった。 

また、「変わらない」は 7.6%、「わからない」は 28.9%であった。 
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【問2】フィンテックの認知度と利用意向 （単位：%）

知っている
既に利用
している

知っている
利用して
いない

言葉だけ
聞いたこと

あり

知らない
聞いたこと

ない
利用したい

どちらかと
いえば

利用したい

わから
ない

どちらかと
いえば

利用したく
ない

利用したく
ない

4.2 14.1 34.8 47.0 6.1 13.5 54.8 14.8 10.6

5.6 13.0 35.8 45.6 5.2 15.1 55.7 15.1 9.0

1.0 16.3 32.7 50.0 0.0 11.1 57.8 15.6 15.6

3.7 9.3 35.5 51.4 1.9 15.2 49.5 19.0 14.3

4.2 9.9 35.2 50.7 7.1 10.0 55.7 17.1 10.0

3.1 18.8 39.1 39.1 6.3 15.6 57.8 14.1 6.3

9.1 18.2 40.9 31.8 4.5 13.6 72.7 4.5 4.5

5.3 42.1 15.8 36.8 15.8 15.8 42.1 5.3 21.1

0.0 20.0 30.0 50.0 20.0 0.0 60.0 10.0 10.0

0.0 8.3 25.0 66.7 8.3 16.7 58.3 8.3 8.3

0.0 0.0 25.0 75.0 0.0 25.0 75.0 0.0 0.0

0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5.6 18.3 28.2 47.9 8.6 12.9 50.0 15.7 12.9

2.3 13.6 36.4 47.7 2.3 20.5 45.5 25.0 6.8

2.1 19.1 36.2 42.6 4.3 21.7 56.5 8.7 8.7

5.8 5.8 32.7 55.8 7.7 7.7 61.5 15.4 7.7

4.4 16.2 36.8 42.6 7.4 11.8 58.8 11.8 10.3

3.2 6.5 45.2 45.2 3.3 6.7 56.7 13.3 20.0

業
種
別

製造業

卸売業

小売業

ｻｰﾋﾞｽ業

建設業

不動産業

規
模
別

1～4人

5～9人

10～19人

20～29人

30～39人

40～49人

50～99人

100～199人

200～300人

300人～

金融とITの融合（フィンテック）の認知度 金融ITサービスの利用意向

全体

地
区
別

淡路地区

神明地区

 

問２．フィンテックの認知度、利用意向は 2割弱にとどまる 
 

 フィンテックの認知度について、「知っている、既に利用している」が 4.2％、「知って

いるが利用していない」が 14.1%と合わせて 18.3％の企業が認識している結果となった。

一方で、「知らない、聞いたことがない」が 47.0%、「言葉だけ聞いたことある」が 34.8%

と、8 割強の企業でフィンテックは十分に知られていない。業種別に見ると認知度では製

造業で最も高く、不動産業で最も低かった。 

 金融 IT サービスの利用意向については、「利用したい」が 6.1%、「どちらこといえば利

用したい」が 13.5%と利用意向があるのは 2 割弱にとどまった。また、十分に知られてい

ないこともあり、半数以上が「わからない（54.8%）」と回答した。 

 地区別に見ると利用意向があると回答した企業は、淡路地区（20.3%）の方が神明地区

（11.1%）より多かった。また、業種別に見ると利用意向では小売業で最も高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 15 

 

問３．事業で最も多く利用している（利用したい）金融 ITサービスは経営支援や送金等 
 

事業上で利用している（あるいは利用したい）と考えている金融 ITサービスは、「インター

ネット技術を活用した経営・業務支援系サービス（23.5%）」との回答が最も多く、以下、「ス

マホ決済・送金（14.9%）」「クラウド会計サービス（12.1%）」と続いた。 

一方で、「利用したくない（48.3%）」との回答も半数近くあった。 

規模別に見ると、従業員 10～19人の企業で「経営・業務支援系サービス（46.9%）」との回

答が目立った。 

業種別では製造業で「経営・業務支援系サービス（29.6%）」、不動産業で「スマホ決済・送

金（25.8%）」との回答が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問3】組織として利用している（あるいは利用したいと考えている）金融ITサービス （単位：%）

スマホ決
済・送金

クラウドファ
ンディング

クラウド会
計サービス

オンライン
投資

ﾛﾎﾞｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

オンライン
融資

仮想通貨
商流ﾌｧｲﾅﾝ

ｽ

経営・業務
支援系

サービス

利用したく
ない

その他

14.9 1.3 12.1 1.3 5.1 1.0 3.2 23.5 48.3 8.9

16.1 1.4 12.4 0.5 4.1 0.5 2.8 21.7 47.9 12.4

12.2 1.0 11.2 3.1 7.1 2.0 4.1 27.6 49.0 1.0

18.3 0.9 9.2 0.9 1.8 0.9 0.9 17.4 53.2 12.8

12.7 1.4 15.5 0.0 4.2 0.0 4.2 16.9 47.9 8.5

14.1 1.6 9.4 4.7 12.5 3.1 7.8 46.9 35.9 3.1

13.6 0.0 13.6 0.0 0.0 0.0 0.0 18.2 59.1 9.1

5.3 5.3 15.8 0.0 10.5 0.0 5.3 26.3 36.8 10.5

10.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 80.0 0.0

25.0 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 41.7 8.3

0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 25.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

14.1 1.4 15.5 1.4 4.2 1.4 2.8 29.6 45.1 7.0

11.1 0.0 8.9 2.2 4.4 2.2 4.4 17.8 57.8 8.9

21.3 0.0 6.4 0.0 0.0 0.0 4.3 21.3 46.8 6.4

11.3 5.7 9.4 1.9 5.7 1.9 0.0 18.9 54.7 15.1

11.8 0.0 14.7 0.0 10.3 0.0 5.9 27.9 41.2 7.4

25.8 0.0 16.1 3.2 3.2 0.0 0.0 19.4 48.4 9.7

（備考）最大3つまで複数回答

業
種
別

製造業

卸売業

小売業

ｻｰﾋﾞｽ業

建設業

不動産業

規
模
別

1～4人

5～9人

10～19人

20～29人

30～39人

40～49人

50～99人

100～199人

200～300人

300人～

全体

地
区
別

淡路地区

神明地区
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問４．個人で最も多く利用している（利用したい）金融 ITサービスはスマホ決済・送金 
 
個人として利用している（あるいは利用したいと考えている）金融 ITサービスは、「スマホ

決済・送金（31.1%）」が最も多く、以下、「家計簿サービス（12.1%）」「オンライオン投資／ロ

ボアドバイザー（4.8%）」と続いた。一方で、「利用したくない（54.3%）」との回答が半数以上

もあった。 

業種別に見ると、小売業で「スマホ決済・送金（42.6%）」との回答が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問4】個人として利用している（したいと考えている）金融ITサービス （単位：%）

スマホ決済・
送金

クラウドファン
ディング

家計簿
サービス

オンライン投資
ﾛﾎﾞｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

オンライン
通貨

仮想通貨
利用したく

ない
その他

31.1 1.3 12.1 4.8 1.6 1.0 54.3 8.9

29.0 1.4 2.8 4.6 0.9 0.9 53.9 11.5

35.7 1.0 5.1 5.1 3.1 1.0 55.1 3.1

30.3 0.0 6.4 3.7 1.8 1.8 54.1 11.9

31.0 1.4 0.0 7.0 1.4 0.0 52.1 7.0

31.3 3.1 6.3 3.1 3.1 1.6 54.7 9.4

40.9 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 50.0 4.5

42.1 0.0 0.0 10.5 0.0 0.0 42.1 5.3

20.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 80.0 0.0

16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0 8.3

50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

25.4 4.2 4.2 2.8 1.4 2.8 56.3 9.9

26.7 0.0 2.2 6.7 0.0 0.0 55.6 11.1

42.6 0.0 0.0 2.1 0.0 0.0 48.9 6.4

24.5 0.0 1.9 1.9 1.9 1.9 62.3 9.4

33.8 1.5 2.9 8.8 2.9 0.0 50.0 8.8

38.7 0.0 12.9 6.5 3.2 0.0 51.6 6.5

（備考）最大3つまで複数回答

300人～

業
種
別

製造業

卸売業

小売業

ｻｰﾋﾞｽ業

建設業

不動産業

規
模
別

1～4人

5～9人

10～19人

20～29人

30～39人

40～49人

50～99人

100～199人

200～300人

全体

地
区
別

淡路地区

神明地区
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問５．提案が多いのは信用金庫から、提案サービスはスマホ決済・送金が多い 
  
 金融 ITサービスを提案してきた取引金融機関は、「信用金庫（9.9%）」が最も多く、以下、 

「地銀・第二地銀（5.1%）」「メガバンク（2.9%）」と続いた。本アンケートの調査対象先が

信用金庫の取引先が多いことから信用金庫が最も多く回答を集めたが、提案してきたこと

がないとの回答が 82.2％あった。 

金融機関から提案されたサービスについては、「スマホ決済・送金（6.5%）」が最も多く、

以下、「クラウド会計サービス（1.9%）」「クラウドファンディング（1.0%）」と続いた。業

種別に見ると、不動産業で「スマホ決済・送金（16.1%）」が目立った。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問5】提案してきた取引金融機関／取引金融機関から提案されたサービス （単位：%）

メガバンク
地銀・

第二地銀
信用金庫

信用組合・
JA等

なし
スマホ決済・

送金
クラウドファ
ンディング

クラウド会計
サービス

その他 なし

2.9 5.1 9.9 0.0 82.2 6.5 1.0 1.9 4.9 85.8

1.9 5.1 9.7 0.0 83.3 4.2 1.4 0.9 5.7 87.7

5.1 5.1 10.2 0.0 79.6 11.3 0.0 4.1 3.1 81.4

0.9 9.2 8.3 0.0 81.7 7.5 0.0 0.9 3.8 87.7

1.4 4.2 12.7 0.0 81.7 2.9 1.4 4.3 4.3 87.1

4.7 1.6 14.1 0.0 79.7 9.5 1.6 3.2 6.3 79.4

0.0 4.5 13.6 0.0 81.8 9.1 0.0 0.0 4.5 86.4

5.6 0.0 5.6 0.0 88.9 0.0 5.6 0.0 5.6 88.9

10.0 10.0 0.0 0.0 80.0 10.0 0.0 0.0 10.0 80.0

0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

25.0 0.0 0.0 0.0 75.0 25.0 0.0 0.0 0.0 75.0

0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

4.2 0.0 8.5 0.0 87.3 5.7 2.9 1.4 1.4 88.6

4.4 4.4 15.6 0.0 75.6 9.1 0.0 2.3 2.3 86.4

4.3 8.7 6.5 0.0 80.4 6.5 2.2 2.2 2.2 87.0

1.9 3.8 9.4 0.0 84.9 3.9 0.0 0.0 9.8 86.3

0.0 5.9 10.3 0.0 83.8 3.0 0.0 4.5 7.5 85.1

3.2 12.9 9.7 0.0 74.2 16.1 0.0 0.0 6.5 77.4

300人～

提案してきた取引金融機関

業
種
別

製造業

卸売業

小売業

ｻｰﾋﾞｽ業

建設業

不動産業

取引金融機関から提案されたサービス

10～19人

20～29人

30～39人

全体

地
区
別

淡路地区

神明地区

規
模
別

1～4人

5～9人

40～49人

50～99人

100～199人

200～300人
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▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼ お客様の声 ▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼▼ 
 

○受注好調。長年の業歴と手作業による作業工程が多いことから、他社との競合が少ないと思われ

る。若手職人の育成も進んでおり、今後も安定した生産体制で受注確保できるものと思われる。 

                                   （神戸市 製造業）                                             

 

○コストダウンを目的に食品加工や製造工程の機械化及び省力化の製造ライン向け需要が増加し

ているため業績は上向いている。資金繰りは余裕があり、多くの金融機関が融資提案に来るが、

低金利でも設備投資以外では借入の必要なし。             （神戸市 製造業） 

 

○淡路産玉葱の出来は悪かったが、相場高騰・早期販売により売上は増加している。今後は反動に

より売上減少となる。                      （南あわじ市 卸売業） 

 

○デザイン、機能性の充実により、ケミカルシューズ、特に地域商標として登録された「神戸シュ

ーズ」の認知度は高まってきているものの、依然、靴業界における販売商品がスニーカーを中心

としたスポーツシューズが占めており、受注環境は厳しい。       （神戸市 卸売業） 

 

○地区内のシェアは維持しているが、地区人口の減少、高齢化によって売上高は減少傾向にある。

現在、インターネットバンキングの口座振替制度を利用して代金徴収を行っている。 

                                   （洲本市 小売業） 

 

○自動車の燃費向上・人口減少・値引競争等の影響により、売上は減少傾向であり、売上が見込め

る土木建築業者、温泉施設等への積極的な営業活動に取り組んでいる。  （淡路市 小売業） 

 

○28 年 4 月の法改正により、同居家族のいる介護利用者の負担額が増加している為、介護利用者

は減少している。                        （洲本市 サービス業） 

 

○景況感に変化なし。来年度の新卒採用を進めているが、欲しい人材は大手に流れており、中小企

業や知名度が低い企業へは応募数が少ない。            （神戸市 サービス業） 

 

○太陽光発電システム価格の低下により、建設地を求める引合いが多い。  （洲本市 建設業） 

 

○大規模修繕等の件数増加により、今期は売上 3割増しで推移している。人員確保、増加運転資金

調達が課題で、人手は県外や経験浅い人物でも雇わなければならないほど厳しい。 

                                   （神戸市 建設業） 

 

○業況は安定しており新規借入の予定はない。インターネットバンキングで家賃の受入状況等を確

認でき、今以上のＩＴ化は考えていない。              （洲本市 不動産業） 

                

○資産運用に収益物件取得希望者は多いが、不動産価格が上昇し、利回り低下から成約に至らない

ケースが増加している。                      （神戸市 不動産業） 
 



 19 
 



 20 

 


